
１ 下水道事業の現状

２　改定の目的と計画期間

７　経営戦略の事後検証など

○常に経営状況の改善が図られるよう、毎年の決算状況を見ながら、概ね３～５年毎に、投資・財政
　計画を検証します。

４　経営の基本方針

５　投資・財政計画

（１）投資について

　　公共下水道の整備は、全体計画及び事業計画に基づき整備に努めます。また、日南市の財政状況　　
　　及び下水道事業の経営状況を勘案し、状況によっては整備計画の再検討を行い財政負担の軽減を
　　行います。
（２）財政について

　　令和８年度中において、15%の使用料改定を実施し、以降も区域拡大による使用料収入やこれま　　
　　でと同じ水準で一般会計繰入金を見込んでいますが、今後の人口動向の推移等を考慮した場合、　　
　　安定経営のために、計画期間中に約28％の使用料改定を見込んで収支計画を策定しています。
（３）民間活力の活用について

　　官民連携による下水道事業の実施に向け、令和８年度よりウォーターPPPの検討を開始します。

６　効率化・健全経営化の取組

令和８年１０月改定 日南市

令和８年改定 日南市特定環境保全公共下水道事業経営戦略【概要版】　

(1)日南市の特定環境保全公共下水道事業は、平成25年度に事業完了し、令和２年度に旧農業集　
　　落排水施設と会計統合を行い、現在、処理区域の統廃合に向けた管路施設工事を進めております。
(2)本市の下水道事業を取り巻く環境は、社会問題化する人口減少により、処理区域内人口におい
　　ても年々減少するとともに、節水なども重なって使用料収入の減少が予想されます。
(3)一方では、老朽化する処理施設等の改築更新など、今後も継続して建設改良工事を実施する
　　必要があります。

(1)本市では、将来にわたってこれらのサービスを安定的に提供できるよう、中・長期的な経営の
　　基本計画である「経営戦略」を、令和４年３月に策定しました。
(2)今後も、将来にわたって安定的に事業を継続していくために、「経営戦略」を改定します。
(3)改定における計画期間は、令和８年度から令和１７年度までとします。

３ 将来の事業環境

（１）処理区域内人口の予測

（３）使用料収入の予測

（２）処理水量（有収水量）の予測

○処理区域内人口は、国立社会保障・人口　　

　問題研究所が公表した人口推計を基礎と
　して予測しています。
○処理区域内人口は、令和８年度は　　
　2,135人の見込みですが、17年度には
   1,915人に減少する見込みです。

○人口減少に伴い、処理水量も減少する見　　

　込みです。
○処理水量は、令和８年度は251千㎥の見
　込みですが、17年度には225千㎥に
　減少する見込みです。

○下水道使用料収入は、令和8年度は

　44,088千円の見込みであり、令和９年　　
　１月使用分から15%改定予定ですが、
　令和17年度には43,838千円に減少する
　見込みです。
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①旧農業集落排水処理区域への管路施設工事　２億５,000万円
②終末処理場・ポンプ場の更新等工事　３億円
③管路施設工事等　5,000万円　　　　　合計　６億円

（４）下水道施設の計画期間中の投資額の見通し（計画期間総額）

（１）組織、人材、定員、給与等
　　市の行政改革大綱に基づき、適正な定員管理に努めます。
（２）資金管理・調達に関する事項

　　建設改良費における基本的な財源は、国庫補助金等を最大限活用するとともに、公営企業債の借入
　　れを行います。その際は、利率の低い政府系資金を基本としつつ、銀行等引き受けにより資金を調達　　
　　します。

（１）公共用水域の水質保全
　　健康で快適な生活環境の整備により公共用水域の水質保全に努めます。
（２）未普及解消、施設更新及び水洗化普及促進
　①下水道整備の一層の充実を図るため、処理区域の統廃合に向けた工事を推進します。
　②日南市ストックマネジメント計画に基づき、老朽化など施設の整備、更新を計画的に実施します。
　③経費削減や水洗化率の向上による収入の確保はもとより、収支ギャップを解消するための使用　　
　　料改定も視野に入れた運営をいたします。


